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第Ⅱ部 毎月勤労統計調査地方調査結果の概要 

１ 賃金の動き  －現金給与総額 前年比 0.7％減少－ 

(1) 調査産業計 

事業所規模５人以上の事業所の令和３年における常用労働者一人平均月間現金給与総額(きまって

支給する給与と特別に支払われた給与の合計)は、前年比 0.7％減の 292,633 円(規模 30 人以上では

0.5％減の 328,407 円)となった。現金給与総額の内訳をみると、所定内給与は 0.4％減の 229,859 円

(同 0.8％減の 249,870 円)、所定外給与（超過労働給与）は 9.6％増の 16,055 円（同 11.7％増の 20,136

円）となり、所定内給与と所定外給与を合わせた、きまって支給する給与は 0.2％増の 245,914 円（同

0.1％増の 270,006 円）、また、ボーナス等の特別に支払われた給与は 5.6％減の 46,719 円(同 3.6％

減の 58,401 円)となった。（表１、図１） 

現金給与総額の実質賃金指数 (富山市消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用いて物価

変動の影響を差し引いたもの) は、前年比 0.2％減の 99.8(規模 30 人以上では前年と同水準の 100.0) 

となった。 

（表２、統計表第２表、第 15 表） 

 

表１ 産業別にみた賃金の動き 

 

 

 

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

（事業所規模５人以上） 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

調 査 産 業 計  292 633 △ 0.7 245 914   0.2 229 859 △ 0.4 16 055   9.6 46 719 △ 5.6

建 設 業  387 273   7.3 316 901   2.0 295 154 △ 0.4 21 747   56.7 70 372   38.7

製 造 業  326 536 △ 2.2 271 327 △ 0.5 247 417 △ 2.2 23 910   21.1 55 209 △ 11.0

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業  547 195   15.3 426 471   12.0 361 089   8.7 65 382   33.8 120 724   29.9

情 報 通 信 業  467 110   4.1 361 468   4.6 322 666   3.3 38 802   16.6 105 642   0.0

運 輸 業 , 郵 便 業  283 310   1.4 255 053   4.8 234 136   7.7 20 917 △ 19.9 28 257 △ 22.6

卸 売 業 , 小 売 業  225 885   0.1 197 035   0.2 187 649 △ 0.4 9 386   16.5 28 850 △ 1.0

金 融 業 , 保 険 業  368 613   1.1 311 182   5.1 300 393   6.8 10 789 △ 26.9 57 431 △ 17.1

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業  288 977   5.8 244 613   5.7 228 605   6.4 16 008 △ 3.1 44 364   7.4

学 術 研 究 , 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業  406 730 △ 2.1 316 446   0.5 294 816 △ 0.2 21 630   9.9 90 284 △ 11.8

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業  117 093   5.1 113 520   5.9 108 359   8.5 5 161 △ 30.4 3 573 △ 11.5

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業  196 781   26.3 178 879   23.1 174 372   23.6 4 507   6.9 17 902   70.5

教 育 , 学 習 支 援 業  378 307 △ 4.3 292 628 △ 3.5 289 279 △ 3.6 3 349   1.3 85 679 △ 6.4

医 療 , 福 祉  308 941 △ 4.5 257 483 △ 3.3 244 178 △ 3.3 13 305 △ 3.3 51 458 △ 10.1

複 合 サ ー ビ ス 事 業  348 501   2.4 277 825   2.6 263 823   3.3 14 002 △ 7.3 70 676   0.3

サ ー ビ ス 業 （ 他 に 分 類 さ れ な いもの）  217 302 △ 9.7 193 709 △ 8.0 184 571 △ 7.1 9 138 △ 22.8 23 593 △ 22.7

（事業所規模30人以上）

調 査 産 業 計  328 407 △ 0.5 270 006   0.1 249 870 △ 0.8 20 136   11.7 58 401 △ 3.6

建 設 業  458 680   0.7 351 808 △ 4.2 330 218 △ 3.2 21 590 △ 15.9 106 872   21.3

製 造 業  343 033 △ 1.6 281 368 △ 0.2 254 771 △ 2.2 26 597   23.1 61 665 △ 8.2

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業  552 495   16.4 434 396   13.9 364 555   9.6 69 841   42.9 118 099   27.1

情 報 通 信 業  499 178   7.0 373 582   6.2 329 524   3.4 44 058   33.8 125 596   6.7

運 輸 業 , 郵 便 業  289 617   3.0 256 128   5.4 237 032   6.6 19 096 △ 7.2 33 489 △ 13.4

卸 売 業 , 小 売 業  239 202   1.0 205 190   0.3 193 861   0.0 11 329   6.3 34 012   4.9

金 融 業 , 保 険 業  321 852 △ 13.1 271 995 △ 8.8 268 362 △ 4.9 3 633 △ 77.0 49 857 △ 30.7

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業  277 391 △ 13.4 224 725 △ 14.5 213 499 △ 8.3 11 226 △ 62.7 52 666 △ 8.1

学 術 研 究 , 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業  467 934 △ 2.8 353 573 △ 1.1 321 831 △ 4.0 31 742   43.0 114 361 △ 8.4

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業  150 112   14.8 144 000   15.4 137 159   14.0 6 841   54.7 6 112   2.8

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業  212 491   8.3 188 523   6.6 183 200   7.8 5 323 △ 22.9 23 968   24.1

教 育 , 学 習 支 援 業  469 453   1.8 356 766   3.4 351 890   3.2 4 876   9.5 112 687 △ 2.2

医 療 , 福 祉  346 214 △ 3.2 285 257 △ 2.8 268 248 △ 2.9 17 009 △ 1.0 60 957 △ 4.1

複 合 サ ー ビ ス 事 業  343 048   2.5 277 656   1.3 256 653   2.5 21 003 △ 12.0 65 392   7.4

サ ー ビ ス 業 （ 他 に 分 類 さ れ な いもの）  195 783 △ 6.6 174 730 △ 6.9 165 168 △ 6.3 9 562 △ 16.5 21 053 △ 4.6

（注）1　現金給与総額、きまって支給する給与、所定内給与の前年比については、指数から算出した。 （令和２年=100）

　　　2　所定外給与及び特別に支払われた給与は指数化していないため、前年比は各月の実数値の単純平均から算出した。

特別に支払われた給与所定内給与 所定外給与産　　　業
現金給与総額 きまって支給する給与



- 8 - 

図１ 現金給与額の推移 －規模５人以上－ 

 

 

表２ 現金給与総額の全国平均との比較 －規模５人以上－ 

 

  

 

(2) 産業別、性別、就業形態別賃金 

平均月間現金給与総額を産業別にみると、事業所規模５人以上では、電気・ガス・熱供給・水道業

が 547,195 円で最も高く、次いで、情報通信業 467,110 円、学術研究，専門・技術サービス業 406,730

円、建設業 387,273 円と続き、9 産業で調査産業計（292,633 円）を上回った。 

事業所規模 30 人以上では、電気・ガス・熱供給・水道業が 552,495 円で最も高く、次いで、情報

通信業 499,178 円、教育，学習支援業 469,453 円と続き、８産業で調査産業計（328,407 円）を上回

った。 

また、前年と比べると、事業所規模５人以上では、生活関連サービス業，娯楽業が 26.3％増と最も

多く増加し、10 産業で増加した。一方、最も減少したのは、サービス業（他に分類されないもの）で

9.7％減となった。 

事業所規模 30 人以上では、電気・ガス・熱供給・水道業が 16.4％増と最も多く増加し、９産業で

増加した。一方、最も減少したのは、不動産業，物品賃貸業で 13.4％減となった。 

（表１、図２） 
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きまって支給する給与（増減率）

現金給与総額（指数）

きまって支給する給与（指数）

指数

(令和２年=100) (%)

指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比

円 円 円 % % % %

平成28年  305 447  317 862 △ 12 415 103.5 0.7 99.7 0.6 105.9 0.6 102.0 0.8

平成29年  305 087  319 453 △ 14 366 103.5 △ 0.1 100.2 0.4 104.8 △ 1.2 101.9 △ 0.2

平成30年  302 764  323 547 △ 20 783 102.7 △ 0.7 101.6 1.4 102.6 △ 1.9 102.1 0.2

令和元年  298 586  322 552 △ 23 966 101.3 △ 1.4 101.2 △ 0.4 101.2 △ 1.4 101.2 △ 1.0

令和２年  294 901  318 405 △ 23 504 100.0 △ 1.2 100.0 △ 1.2 100.0 △ 1.1 100.0 △ 1.2

令和３年  292 633  319 461 △ 26 828 99.3 △ 0.7 100.3 0.3 99.8 △ 0.2 100.6 0.6

（注） 実質賃金指数富山県平均は、名目賃金指数を富山市消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）で除して100を乗じたものである。（令和２年=100）

富山県平均 全国平均 富山県平均 全国平均年

現金給与総額（実数） 名目賃金指数 実質賃金指数

富山県平均 全国平均 差
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図２ 産業別現金給与総額 －規模５人以上－ 

 

産業別の現金給与総額を性別、就業形態別にみると、表３のとおりとなる。 

 

 

表３ 産業別、性別、就業形態別現金給与総額 
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労働者 男 女 一般労働者
パートタイム

労働者

円 円 円 円 円 円 円 円

調 査 産 業 計  358 950 219 561 365 807 98 665  391 202 251 414 385 684 113 464

建 設 業  413 258 282 684 396 373 123 734  486 825 315 940 465 448 156 149

製 造 業  375 721 227 065 349 298 112 944  393 137 239 487 359 949 123 537

電気・ガス・熱供給・水道業  584 259 375 067 556 269 172 356  587 901 381 843 556 732 176 577

情 報 通 信 業  508 266 366 870 475 432 115 944  545 801 383 175 506 304 70 990

運 輸 業 , 郵 便 業  302 645 206 744 324 519 120 920  313 344 207 456 347 836 122 691

卸 売 業 , 小 売 業  326 906 150 147 346 760 101 528  342 535 154 559 381 348 119 403

金 融 業 , 保 険 業  502 376 304 353 406 597 126 811  497 943 279 181 358 617 117 585

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業  339 767 221 088 340 227 117 359  332 311 214 223 323 345 128 038

学術研究 ,専門・技術サービス業  471 545 280 115 461 552 130 873  512 529 336 155 535 985 152 750

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業  139 768 101 706 259 838 67 698  194 016 117 562 271 815 80 665

生活関連サービス業 ,娯楽業  238 106 166 326 274 333 102 883  264 682 181 537 265 417 118 670

教 育 , 学 習 支 援 業  432 773 337 274 498 654 99 820  507 289 434 138 553 342 136 552

医 療 , 福 祉  419 695 279 421 380 008 115 037  453 391 311 905 404 668 128 925

複 合 サ ー ビ ス 事 業  424 702 264 601 389 549 133 016  407 616 213 514 410 696 149 035

サービス業（他に分類されないもの）  273 174 147 902 299 616 85 014  254 976 127 777 289 050 82 328

産　　　業

規模５人以上 規模30人以上

性 就業形態 性 就業形態
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平均月間現金給与総額を性別にみると、事業所規模５人以上では、男性は 358,950 円、女性は

219,561 円で、男性 100 に対して女性は 61.2 となり、男女間の差は、前年に比べ 0.8 ポイント拡大

した。 

事業所規模 30 人以上では、男性は 391,202 円、女性は 251,414 円、男性 100 に対して女性は 64.3

となり、男女間の差は、前年に比べ 0.3 ポイント縮小した。（表４） 

 

表４ 性別にみた現金給与総額 －調査産業計－ 

 

 

 

 

平均月間現金給与総額を就業形態別にみると、事業所規模５人以上では、一般労働者は 365,807

円、パートタイム労働者は 98,665 円であった。事業所規模 30 人以上では、一般労働者は 385,684

円、パートタイム労働者は 113,464 円であった。（表５） 

 

表５ 就業形態別にみた現金給与額 －調査産業計－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 円 円 円

令和２年  359 093  222 650   62.0  394 066  252 165   64.0

令和３年  358 950  219 561   61.2  391 202  251 414   64.3

規模30人以上

男 女
男女比較

（男性＝100）

年

規模５人以上

男 女
男女比較

（男性＝100）

所定内給与 所定内給与

円 円 円 円 円 円 円 円

規模 令和２年  367 002 300 722  281 508 66 280  99 016 95 205  92 934 3 811

５人以上 令和３年  365 807  302 750  281 439  63 057  98 665  95 256  93 133  3 409

規模 令和２年  387 114 311 825  289 731 75 289  115 587 110 851  108 228 4 736

30人以上 令和３年  385 684  312 825  288 165  72 859  113 464  109 320  106 162  4 144

規模 年
現金給与総額

一般労働者 パートタイム労働者

現金給与総額
きまって支給する給与 特別に支払

われた給与

きまって支給する給与 特別に支払
われた給与
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 (3)賞与の支給状況(事業所規模 30人以上)  －夏季賞与 前年比 3.8％減少－ 

  夏季賞与 

夏季賞与（令和３年６月～８月に特別に支払われた給与のうち賞与として支給された給与）の常

用労働者一人平均支給額は、前年比 3.8％減の 366,365 円となった。また、所定内給与に対する支

給割合（平均支給月数）は、前年比 0.05 か月減の 1.17 か月分となった。 

なお、賞与が支給された事業所の割合は 85.2％（前年 91.0％）となった。(表６) 

 

 
 

表６ 産業別賞与支給額 －規模 30人以上－ 

 

 

R3 R2 前年比 R3 R2 前年差 R3 R2 前年差
円 円 ％ か月分 か月分 か月分 ％ ％ ％

調 査 産 業 計 366 365 380 881 △3.8 1.17 1.22 △0.05 85.2 91.0 △5.8

建 設 業 678 818 461 851 47.0 1.59 1.11 0.48 90.1 94.2 △4.1

製 造 業 390 820 420 437 △7.0 1.23 1.24 △0.01 84.1 91.2 △7.1

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 713 414 663 599 7.5 1.97 1.97 0.00 100.0 82.4 17.6

情 報 通 信 業 822 957 629 758 30.7 2.36 1.50 0.86 59.2 84.8 △25.6

運 輸 業 ， 郵 便 業 244 327 275 937 △11.5 0.98 1.14 △0.16 68.7 83.5 △14.8

卸 売 業 , 小 売 業 183 031 182 288 0.4 0.88 0.77 0.11 100.0 100.0 0.0

金 融 業 ， 保 険 業 281 319 434 282 △35.2 0.98 1.56 △0.58 96.4 72.5 23.9

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 340 290 299 417 13.7 1.34 1.06 0.28 100.0 69.2 30.8

学 術研 究， 専門 ・技 術サ ービ ス業 724 130 690 782 4.8 2.20 2.01 0.19 71.7 100.0 △28.3

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 57 648 37 111 55.3 0.36 0.31 0.05 70.6 74.7 △4.1

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業 141 544 112 496 25.8 0.75 0.55 0.20 83.3 87.5 △4.2

教 育 ， 学 習 支 援 業 651 587 716 746 △9.1 1.92 2.38 △0.46 100.0 100.0 0.0

医 療 ， 福 祉 362 767 389 764 △6.9 1.21 1.43 △0.22 89.3 97.6 △8.3

複 合 サ ー ビ ス 事 業 372 843 356 013 4.7 1.60 1.49 0.11 100.0 100.0 0.0
サービス業（他に分類されないもの） 129 487 173 429 △25.3 0.78 0.90 △0.12 74.5 81.0 △6.5

（注） 前年比、前年差については、実数値から算出した。

夏季（６～８月）賞与
支給事業所における

常用労働者一人平均賞与額
支給事業所数割合

産　　業

所定内給与に対する
支給割合


